
賃 貸 借 契 約 書（案） 

 

 宮崎県（以下「甲」という。）と     （（以下「乙」という。）とは、デジ

タルマイクロスコープの賃貸借及び保守について、次のとおり契約を締結する。 

 （目的） 

第１条 乙は、甲にデジタルマイクロスコープ（以下「装置」という。）を賃貸し、 

及び保守を行い、甲は、これを賃借するものとする。 

２ 装置の設置場所、内容及び数量は、別紙明細書（以下「明細書」という。）の 

とおりとする。 

 （賃貸借期間） 

第２条  当該装置の賃貸借契約は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３

４条の３の規定に基づく長期継続契約として行うものであり、装置の賃貸借の期 

間（以下「賃貸借期間」という。）は、令和７年１０月１日から令和１２年９月

３０日までとする。 

 （賃貸借料等） 

第３条 装置の賃貸借料（保守に要する費用を含む。以下同じ。）並びに消費税及

び地方消費税額（以下「賃貸借料等」という。）は、次のとおりとする。 

  なお、この契約の解除により賃貸借期間に１箇月未満の端数が生じた場合は、 

賃貸借料等の月額を日割計算するものとする。 

  賃貸借料        金         円（月額金      円） 

  消費税及び地方消費税額  金         円（月額金      円） 

  合計           金         円（月額金       円） 

 （納入に係る費用） 

第４条 装置の納入に必要な運送費、組立配線費及び現地調整等に要する費用 

（保険料を含む。）は、乙の負担とする。 

 （契約保証金） 

第５条 乙は、この契約の締結と同時に、契約保証金として金○○○円を甲に納 

付しなければならない。（契約保証金は、免除する。） 

２ 甲は、乙がこの契約に定める義務を履行しないときは、前項の契約保証金を 

甲に帰属させることができる。 

 （賃貸借料等の請求及び支払） 

第６条 賃貸借料等は、毎月分割払とし、乙は、翌月の末日までに賃貸借料等の月

額を記載した支払請求書を甲に提出するものとする。 

２ 甲は、前項の規定による乙の適法な支払請求書の提出があったときは、その 

日から起算して３０日以内に乙に賃貸借料等の月額を支払うものとする。 

 （装置の保守） 

第７条 乙は、甲が装置を常時正常な状態で使用できるよう保守の責任を負うも 

のとする。 

２  前項に規定する保守に要する費用は、第３条の賃貸借料等に含まれるものと 

する。ただし、甲の故意又は重大な過失により生じた装置の故障等に係る修理 

又調整に要する費用は、甲の負担とする。 

３ 乙は、装置の故障等により甲から要請があった場合は、速やかに現地に到達 

できる体制を確保するものとする。 

４ 乙は、装置の故障により甲の業務に支障を生ずるおそれのある場合は、他の 

同等の装置を甲に対し無償で使用できるよう措置するものとする。  



 （装置の取替え又は改造） 

第８条 装置の取替え又は改造は、甲乙協議の上、行うものとする。 

２ 装置の取替え又は改造によって契約内容を変更する必要が生じた場合は、変 

更契約の締結をするものとする。 

 （契約不適合責任） 

第９条 装置の種類、品質又は数量に関してこの契約の内容に適合しない場合は、 

その補修、交換等については乙の責任で行うものとする。  

 （装置の移転） 

第１０条 甲の都合により装置を明細書に掲げる設置場所から移転する必要が生 

じた場合は、甲乙協議の上、移転を行うものとする。この場合における装置の移

転に要する費用は、甲の負担とする。 

 （装置の返還） 

第１１条 甲の都合による契約の解除により装置を返還する場合は、甲は他の機 

械器具の取りはずし等によって装置を引渡し当時の状態に戻すものとし、装置の

返還に要する荷造り及び運送の費用は、甲の負担とする。 

２ 乙の都合による契約の解除又は契約期間満了に伴う装置の撤去に要する荷造 

り及び運送の費用は、乙の負担とする。 

 （管理義務） 

第１２条 甲は、善良な管理者の注意をもって装置を管理するものとする。 

 （秘密の保持） 

第１３条 乙又は乙の指示に基づいて装置の納入、保守等の業務に従事する者は 

この契約の履行に当たって知り得た甲の秘密を他人に漏らしてはならない。 

２ 前項の規定は、賃貸借期間が満了し、又はこの契約が解除された後において 

もなおその効力を有するものとする。 

 （個人情報の保護） 

第１４条 乙は、賃貸借及び保守に係る業務を処理するため個人情報を取り扱う 

に当たって、別記個人情報取扱特記事項を遵守しなければならない。 

 （損害賠償） 

第１５条 甲又は乙は、自己の責めに帰すべき事由により相手方に損害を与えた 

ときは、その損害を賠償しなければならない。 

 （契約の解除） 

第１６条 甲は、乙がこの契約に違反した場合は、この契約を解除することがで 

きる。 

２ 甲は、翌年度以降において甲の歳出予算におけるこの契約の契約金額につい 

て減額又は削除された場合には、この契約を解除するものとする。 

３ 甲は、前２項の規定による契約の解除によって生じた乙の損害については、 

その賠償の責めを負わないものとする。 

 （契約に係る費用） 

第１７条 この契約の締結及び履行に関し必要な費用は、乙の負担とする。 

（協議） 

第１８条 前各条に定めるもののほか、この契約の履行に関し必要な事項は、宮 

崎県財務規則（昭和３９年宮崎県規則第２号）第６章の定めるところによるも 

のとし、この契約に定める事項について疑義が生じた場合又はこの契約もしく 

は同章に定めのない事項については、甲乙協議の上、定めるものとする。 

 



 この契約の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通

を保有するものとする。 

 

   令和  年  月  日 

 

 

 

                                     甲 宮 崎 県              

                                       林業技術センター 

所長 松永 雅春 
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別紙 

 

装置の設置場所、内容及び数量明細書 

 

１ 設置場所 

宮崎県東臼杵郡美郷町西郷田代１５６１－１ 

  宮崎県林業技術センター 研究館２階 

 

２ 装置の内容及び数量 

機 器 名 型式 数量 単位 

デジタルマイクロスコープ VHX-X1 １ 式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 



別記 

個人情報取扱特記事項 

 

 （基本的事項） 

第１ 乙は、個人情報（個人に関する情報であって、特定の個人を識別することが

できるもの（他の情報と照合することにより、特定の個人を識別することができる

こととなるものを含む。）をいう。以下同じ。）の保護の重要性を認識し、賃貸借

及び保守に係る業務の処理に当たっては、個人の権利利益を害することのないよ

う、個人情報を適正に取り扱わなければならない。 

 （秘密等の保持） 

第２ 乙は、賃貸借及び保守に係る業務に関して知り得た個人情報をみだりに他人

に知らせてはならない。この契約が終了し、又は解除された後も同様とする。 

  （収集の制限） 

第３ 乙は、賃貸借及び保守に係る業務を処理するために個人情報を収集するとき

は、その利用目的を特定し、利用目的を達成するために必要な範囲内で、適法かつ

適正な方法により収集しなければならない。 

２ 乙は、賃貸借及び保守に係る業務を処理するために個人情報を収集するとき

は、本人から収集し、本人以外のものから収集するときは、本人の同意を得た上で

収集しなければならない。ただし、あらかじめ甲の承認を得たときは、この限りで

ない。 

 （目的外利用及び提供の禁止） 

第４ 乙は、賃貸借及び保守に係る業務の処理に関して知り得た個人情報を当該事

務の利用目的以外の目的のために利用し、又は第三者に提供してはならない。ただ

し、甲の指示があるとき、又はあらかじめ甲の承認を得たときは、この限りでない。 

  （適正管理） 

第５ 乙は、賃貸借及び保守に係る業務の処理に関して知り得た個人情報につい

て、漏えい、滅失又はき損の防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措

置を講じなければならない。 

 （複写又は複製の禁止） 

第６ 乙は、賃貸借及び保守に係る業務を処理するために甲から提供を受けた個人

情報が記録された資料等を複写し、又は複製してはならない。ただし、あらかじめ

甲の承認を得たときは、この限りでない。 

 （再委託の禁止） 

第７ 乙は、この契約による個人情報を取り扱う業務を第三者に再委託してはなら

ない。 

 （資料の返還等） 

第８ 乙は、賃貸借及び保守に係る業務を処理するために甲から提供を受け、又は

乙若しくは丙自らが収集し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等は、こ

の契約の終了後直ちに甲に返還し、引き渡し、又は廃棄するものとする。また、当

該個人情報を電磁的に記録した機器等は、確実に当該個人情報を消去するものとす

る。ただし、甲が別に指示したときは、その指示に従うものとする。 

  （従事者への周知） 

第９ 乙は、賃貸借及び保守に係る業務に従事する者及び従事した者に対して、在

職中及び退職後においても当該業務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に

知らせ、又は不当な目的に利用してはならないこと等、個人情報の保護に関し必要



な事項を周知させなければならない。 

 （実地調査等） 

第１０ 甲は、必要があると認めるときは、乙が処理する賃貸借及び保守に係る業

務に係る個人情報の取扱状況について報告を求め、又は実地に調査することができる。 

  （事故報告） 

第１１ 乙は、この特記事項に違反する事態が発生し、又は生じるおそれ のあることを知っ

たときは、速やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。 

 

 

 

 

 


